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改革改善
の考え方

①問題
点

・研修受講生の満足度を高めるための内容検討。
・女性職員のキャリアプランの支援。

②改革
提案

・研修受講生の意見を参考に、職員研修事業を固定化せずに柔軟に見直していく。
・受講生の満足度を高めること、職員どおしが学び合う風土づくりに努める。
・職員の自立的、自主的な学習意欲を積極的に支援する。

事業内容・目
標達成状況
の振り返り

・自治体法務研修を実施すると共に、法務検定受験を奨励したり、職員の自主研修を支援した。
・運転に慣れていない新規採用職員を対象に飯田自動車学校にて安全運転研修を実施し、安全運転に対する意識及び技
術の再確認を行った。

総事業費①+② 57,805 19,767 53,644 15,449

10,050 10,050

臨時職員所要時間

一般財源 21,866 19,767 17,705 15,449

人件費計（千円）② 35,939 35,939

正規職員所要時間

起債

その他

県支出金

事業費計（千円）① 21,866 19,767 17,705 15,449

国庫支出金

事業コスト 25年度決算額 26年度予算額 26年度決算額 27年度予算額 特定財源内訳、補足

26
年
度
事
業
内
容

1　新規採用職員研修(採用前、接遇、前期、3ヶ月経過、正式任用前、文
書事務･自動車安全運転研修)
2　年齢別階層別集合研修(危機管理、新任課長、新任課長補佐、現任課
長補佐、新任係長、現任係長、中堅行政職員、住民満足度向上、政策形
成、法制執務、キャリアデザイン、一般行政職員、人事評価評価者、人事
評価制度説明会、地方自治法研修、自治体法務研修）
3　 選択研修（マネジメントコース、コーチング研修、カウンセリングコース、
ＩＳＯ、CS向上コース、育成キャリアコース、地域課題コース、中央省庁等
長期派遣、市町村アカデミー派遣、地域リーダー養成塾派遣、異業種交
流、救急救命講習）

1　参加職員数
2　参加職員数
3　参加職員数

320人
219人
1,075人

事業内容 名称 活動指標

定性
目標

事
業
概
要

地方分権時代に対応した十分な能力と実行力を備えた職員を育成するため、階層別、業務内容及び課題に応じた研修を職場内外に
おいて実施する。
具体的な取り組みは、人材育成基本方針に則り、①政策立案能力・仕事力の強化、②キャリア形成支援の強化、③管理監督職のマネ
ジメント力の強化の3点に重点をおいて職員研修を推進する。
①政策立案能力・仕事力の強化では、職員の能力開発段階や職位段階に応じて、主体的・自律的に能力開発を進められるよう、階層
別研修を実施する。
②キャリア形成支援の強化では、職員が今後のキャリア形成を明確にし、自己の目標を主体的にとらえ、積極的に能力開発に取り組め
るよう、キャリア形成を考える機会を提供する。
③管理監督者のマネジメント力の強化では、管理監督者が担うべきマネジメント上の役割について認識を深める研修を実施する。
その他、職員の自主研修への支援を実施する。

成果
指標

研修終了時のアンケートから把握できる満足度の高さ
（「普通」以上の割合）（％）

97.5 97 98 98

目
標

種別 指標名及び単位 26年度計画 26年度実績 27年度計画 28年度見込み 備考（指標変更など）

②：受講してもらいたい職員数（人） 2000向上させたい上位施
策の成果指標

市役所が提供するサービスに満足している市民の割合
（％）

①：研修ごとの該当職員数（人） 2050

意図（どういう状態
にするか）

飯田市の職員としてそれぞれの立場で求められる知識や
能力を身につけてもらう。

目
的

対象（誰・何を）

職員（全職員）
　①対象が特定されるもの〔・各階層の職員（新規採用、
若手（隔年実施のためH21は非該当）、中堅、係長、課
長、部長）・特定の事務事業を担当する職員〕
　②対象が特定できないもの〔・階層、職務内容に無関係
に受講させたいとする職員〕

対
象
指
標

指標名及び単位 26年度数値

施策 93 良質な行政サービスの提供
基本計画上
の位置づけ

政策 9 市民と共に進める行政経営

H27担当課等名 人事課 H27係等名 人事係 H26係等名 人事係

平成26年度事務事業実績評価表 政策№

開始 終了
事務事業名 職員研修事業

会計 一般会計
3 2

事業種別 政策

9 施策№ 93 事業№


